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報告書表記上の注意点

●報告書中の構成比は百分率（ ％） で表示し ている。 基数と なる べき 実数を サン プ ル

数またはｎ と し て表記し 、 それを 100％と し て算出し た。

●報告書中の図表及び文中に表示し て いる 百分率は小数第二位を 四捨五入し て おり、

四捨五入の関係で、 構成比の合計が100％になら ない場合がある。

●図表タ イ ト ルのSA はシン グルアン サー、 M A はマルチアン サーの略で、 それぞれ単

一回答、 複数回答を 意味し ている。

●回答が複数回答の場合は、 構成比の合計が100％を 超える場合がある 。
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第１ 章　 調査研究の背景・ 目的

１ 　 背景・ 目的

（ １ ） 調査の背景

①自治体の情報発信における 外部環境の大き な変化

　 今日、 イ ン タ ーネッ ト の普及やICT の発展によ り 、 日常生活の中で情報発信のデジ タ ル

化が大きく 進んでいる 。 住民においてはスマート フ ォ ン等の通信デバイ スが普及し 、 ソ ーシャ

ル・ ネッ ト ワーキン グサービス（ 以下、 SN S） 等のアプリ ケーショ ン・ サービスの利用が浸

透し ている 。

　 住民を と り まく 情報環境の大き な変化は、 自治体情報についてのデジタ ル化や SN S等の

利用等と いっ た住民の情報ニーズにも 影響を 与える と 考えら れる 。

 

②自治体情報発信のデジタ ル化の拡大によ る可能性と 課題

　 こ う し た外部環境の変化に対応し 、 自治体における情報発信のデジタ ル化拡大の検討が必

要と なっ ている。 多様な情報発信手法の利用が可能と なっ ており 、 ホームページだけでなく

双方向性や即時性の高い SN S、 プ ッ シュ 型メ ール等を 活用し た情報発信によ り 、 こ れま で

にない効果が期待さ れ、 自治体の情報発信も 革新さ れる 可能性がある。

　 一方で、 情報発信を 運用する職員の対応力やセキュ リ ティ 対策、 また通信デバイ スを 使う

こ と が難し い住民等への対応などの課題も 考えら れる。
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１ 背景・目的

（１）調査の背景

①自治体の情報発信における外部環境の大きな変化

今日、インターネットの普及や ,&7 の発展により、日常生活の中で情報発信のデジタル

化が大きく進んでいる。住民においてはスマートフォン等の通信デバイスが普及し、ソー

シャル・ネットワーキングサービス（以下、616）等のアプリケーション・サービスの利

用が浸透している。

住民をとりまく情報環境の大きな変化は、自治体情報についてのデジタル化や 616 等の

利用等といった住民の情報ニーズにも影響を与えると考えられる。

図表 自治体の情報発信における外部環境の大きな変化

②自治体情報発信のデジタル化の拡大による可能性と課題

こうした外部環境の変化に対応し、自治体における情報発信のデジタル化拡大の検討が

必要となっている。多様な情報発信手法の利用が可能となっており、ホームページだけで

なく双方向性や即時性の高い 616、プッシュ型メール等を活用した情報発信により、これ

までにない効果が期待され、自治体の情報発信も革新される可能性がある。

一方で、情報発信を運用する職員の対応力やセキュリティ対策、また通信デバイスを使

うことが難しい住民等への対応などの課題も考えられる。

図表 自治体情報発信のデジタル化の拡大による可能性と課題
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③自治体情報発信のあり 方の見直し によ る 、 住民に対する 多様で効果的な情報発信の可能性

　 住民は、 学生、 単身者、 夫婦、 子育て世帯、 シン グルマザー・ フ ァ ーザー、 多世代同居、

高齢者夫婦、 単身高齢者、 要介護者、 外国人などこ れまでになく 多様化し ており 、 自治体の

情報に対する ニーズも 併せて多様化し ている。

　 一方、 自治体の情報発信の手法は、 広報紙はポスティ ン グで配布し たり 、 ホームページは

広報紙の内容や行政資料の内容を そのまま掲載し たり する こ と が主流である。 し かし ながら

近年急速に普及し ている SN Sは文字数の制約や、 写真や動画を 中心と し た情報発信が好ま

れる も のなど、 それぞれ特性があるため、 こ れまでの情報発信のあり 方はそのままに、 SN S

等の新たな媒体の導入を 進めた場合、 災害情報を 即時伝達でき る よ う な効果はある も のの、

情報の多く については効果的に発信する のは難し いと 考えら れる 。

　 自治体の情報発信は、 住民に対し て安心・ 安全や生活利便、 困り ごと への支援、 教育・ 文

化の充実、 産業活性、 交流促進、 地域の誇り ・ ロ イ ヤルティ （ 愛着や信頼） の醸成等を 目的

と し ており 、 それにより 住民の満足と 幸せを 目指し ている 。 し かし 、 住民の生活スタ イ ル・

ニーズの多様化が進む中で、 従来の手法のままでは、 自治体の発信する 情報に対し て、 不満

は少ないかも し れないが、 地域に対する 住民の満足度向上に資する こ と は難し く なっ ている

と 考えら れる 。

　 そのため、 情報発信の手法の革新を 考える上では、 その目的と 効果を 改めて見直す必要が

ある 。 そし て従来の手法を 含め、 多様な情報発信手法の強みと 弱みを 整理し 、 自治体の情報

発信の目的と 住民ニーズに適し た情報発信の手法の組合せを 分析するこ と が求めら れる 。 こ

う し た一連の棚卸し を 行う こ と によ り 、 多様な住民に対する効果的な自治体の情報発信の可

能性を 見いだすこ と ができ る と 考えら れる 。 また、 先行する事例を 研究するこ と で、 職員の

負担が少なく 、 よ り 浸透し やすい情報発信方法の発見の可能性も あると 考えら れる 。
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（ ２ ） 調査の目的

　 調査の背景に基づき 、 本調査研究の目的を 以下のよう に考える 。

　 本調査研究は、 自治体の情報発信によ り 住民の満足度を 高め、 自治体にと っ て安全で負担

の少ない情報発信手法と し て 、 従来の媒体も 新たな媒体も 組み合わせた 「 ベスト ミ ッ ク ス」

を 見いだすこ と を 目的と する 。 なお、 こ こ で指すベスト ミ ッ ク スと は、 各種媒体の組合せの

中で望まし い選択のあり 方を 意味する。 ベスト ミ ッ ク スを 考える ために、 自治体が発信する

情報を 、 タ ーゲッ ト 、 情報の種類やその特性（ 緊急性や一覧性など） について、 情報発信す

る 行政側・ 受信する 住民側それぞれの評価を も と に整理する。

　 住民については、 現在の自治体の情報発信に対する満足度評価と 今後の満足度向上につな

がる 情報ニーズを 把握する 。 加えて情報リ テラ シーが多様な住民のそれぞれが、 よ く 使っ て

いる 、 使いやすい情報発信手法についても 把握する 。

　 情報発信手法については、 既存の媒体と 新たな媒体の特性と し ての強みと 弱みを 整理する 。

そし て、 その特性を 活かし て住民の満足度の向上に資する 情報発信手法を 検討する 。

　 さ ら に新たな媒体を 導入する際に懸念さ れる 自治体側における 安全な使い方に加えて、 従

来よ り も 負担の少ない活用方法についても 研究する 。 こ う し た調査及び検討を 踏まえ、 本調

査研究の目的を 達成する 。

16 

既存の媒体、新たな媒体の
強み弱みを整理する

＜調査研究の目的＞
住民の満足度を向上させ、

自治体が安全で負担も少なく活用できる

自治体の情報発信手法のベストミックスを見いだす

自治体が発信する情報の
狙い・効果と特性を整理する

自治体が発信する情報に対する
住民の今の満足度の評価と今後のニーズを把握する

既存の媒体、新たな媒体の特性を活かし
住民の満足度向上できる情報のあり方を検討する

多様な状況の住民等において
利用可能で使いやすい情報発信手法を把握する

新たな媒体の自治体の情報発信を行う場合の
安全な使い方と、効率的な使い方を研究する

＜情報の特性と住民の評価・ニーズの把握＞ ＜情報発信手法の特徴と効果的な使い方を研究＞

図表 調査研究の目的と調査研究方法

 



第
１
章

5

第１ 章　 調査研究の背景・ 目的

２ 　 調査研究概要

　 本調査研究は、 大き く 文献調査、 アン ケート 、 ヒ アリ ン グ調査で構成する。

　 こ のう ち 、 住民アンケート はイ ン タ ーネッ ト によ る調査方法を 主と する が、 イ ン タ ーネッ

ト の利用に不慣れな高齢者層から の意見が収集でき ない可能性を 勘案し 、 高齢者向けに郵送

によ るアン ケート 調査（ 調査４ ） も 行っ た。 同様に住民アンケート では出現率が低く 把握す

るこ と が難し い多摩・ 島し ょ 地域在住の外国人や障害者の意見は、 ヒ アリ ング調査（ 調査８ ・

調査９ ） によ り 補足し た。 各調査の概要は以下のと おり である 。
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第２ 章　 自治体情報発信を取り 巻く 状況

１ 　 全国におけるイ ンタ ーネッ ト やスマート フ ォ ン等の普及状況

（ １ ） 年齢階層別イ ンタ ーネッ ト 利用状況

　 年齢階層別にみたイ ン タ ーネッ ト の利用状況は、 2019 年の 13 歳以上69 歳以下で９ 割を

超えている 。 70 歳以上の利用率は低下するも のの 80 歳以上でも 57 .5％と 半数を超えており 、

2018 年調査よ り も 普及し てき ている 。 全体で比較する と 、 2018 年調査よ り も 10 ポイ ン ト

上昇し ている 。

（ ２ ） 年齢階層別SN Sの利用状況

　 年齢階層別にみた SN Sの普及率は2019 年の13 歳以上69 歳以下の幅広い年齢層において

５ 割を 超える 利用がみら れ、 70 歳以上においても ４ 割を 超える。 全体で比較する と 2018 年

調査より も 9.0 ポイ ン ト 上昇し ている 。
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１ 全国におけるインターネットやスマートフォン等の普及状況

（１）年齢階層別インターネット利用状況

年齢階層別にみたインターネットの利用状況は、 年の 歳以上 歳以下で９割

を超えている。 歳以上の利用率は低下するものの 歳以上でも ％と半数を超えて

おり、 年調査よりも普及してきている。全体で比較すると、 年調査よりも ポ

イント上昇している。

図表 年齢層別インターネットの利用状況

出典：令和元年通信利用動向調査（総務省） 

（２）年齢階層別 616 の利用状況

年齢階層別にみた 616 の普及率は 年の 歳以上 歳以下の幅広い年齢層におい

て５割を超える利用がみられ、 歳以上においても４割を超える。全体で比較すると

年調査よりも ポイント上昇している。

図表 年齢階層別 616 の利用状況

出典：令和元年通信利用動向調査（総務省）  

図表7　年齢階層別インターネットの利用状況

96. 6 97. 7
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（ ３ ） 情報通信機器の世帯保有率の推移

　 固定電話と パソ コ ン は、 年によ っ ては割合が増加に転じ た年も ある も のの、 10 年間のト

レ ン ド と し ては概ね減少傾向にある 一方、 スマート フ ォ ン と タ ブレ ッ ト 型端末は増加傾向で

推移し ている。 中でも スマート フ ォ ン は 2017 年以降固定電話やパソ コ ン を 上回り 、 2019

年で 83 .4％にのぼる 。

　 モバイ ル端末（ 携帯電話、 PH S及びスマート フ ォ ン） 全体では９ 割を 超えて高い水準で

推移し ている 。
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（％）

モバイル端末全体

パソコン

固定電話

スマートフォン

FAX

インターネットに接続できる
家庭用テレビゲーム機

タブレット型端末

インターネットに接続できる
携帯型音楽プレイヤー

その他インターネットに接続できる
家電（スマート家電）等

ウェアラブル端末

（３）情報通信機器の世帯保有率の推移

固定電話とパソコンは、年によっては割合が増加に転じた年もあるものの、 年間の

トレンドとしては概ね減少傾向にある一方、スマートフォンとタブレット型端末は増加傾

向で推移している。中でもスマートフォンは 年以降固定電話やパソコンを上回り、

年で ％にのぼる。

モバイル端末（携帯電話、3+6 及びスマートフォン）全体では９割を超えて高い水準で

推移している。

図表 情報通信機器の世帯保有率の推移

 

 

 

 

出典：令和元年通信利用動向調査（総務省） 
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２ 　 主要SN S・ アプリ 等の利用状況 

（ １ ） 主要SN S・ アプリ 等の国内利用率

　 全年代のLIN E の利用率は86 .9％で最も 高く 、 年代別にみても 各年代で最も 利用率が高い。

T w itter の利用率は、 10 代・ 20 代の若年層で 利用率が約７ 割と 高く な っ て いる。 同様に

Instag ram も 10 代・ 20 代の利用率が６ 割を 超えている 。 また男女で比べると 女性の利用率

が 10 ポイ ン ト 以上高い。

　 こ れに対し Faceb ook は10 代・ 20 代よ り も 30 代の利用率が高い。

　 YouT ube は全年代で 比較する と 、 LIN E に次ぐ 利用率の高さ で、 年代別で は 10 代・ 20

代で９ 割を 超える 。

22 

全年代 10代 20代 30代 40代 50代 60代 男性 女性
Q Q Q Q Q Q Q Q Q 

/,1 (

7Z LWWHU

) DFHERRN

,QVWDJUDP

<RX7XEH

２ 主要 616・アプリ等の利用状況

（１）主要 616・アプリ等の国内利用率

全年代の /,1( の利用率は ％で最も高く、年代別にみてもすべての各年代で最も利

用率が高い。7ZLWWHU の利用率は、 代・ 代の若年層で利用率が約７割と高くなって

いる。同様に ,QVWDJUDP も 代・ 代の利用率が６割を超えている。また男女で比べる

と女性の利用率が ポイント以上高い。

これに対し )DFHERRN は 代・ 代よりも 代の利用率が高い。

<RX7XEH は全年代で比較すると、/,1( に次ぐ利用率の高さで、年代別では 代・ 代

で９割を超える。

図表 主要 616・アプリ等の国内利用率

出典：総務省情報通信政策研究所「令和元年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」より抜粋 
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出典：総務省情報通信政策研究所「令和元年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」より抜粋 
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第２ 章　 自治体情報発信を取り 巻く 状況

（ ２ ） SN S・ アプリ 等の特徴

　 SN Sは機能や特徴から 、 いく つかの類型に分類する こ と ができ る。 ひと つは会員同士の

投稿の共有が中心の SN S で、 Faceb ook や T w itter な ど が該当する。 こ れに対し 、 会員同

士のメ ッ セージのやり 取り が中心のも のも あり 、 代表はLIN E である。 投稿写真によるコ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン を 行う も ので は Instag ram な ど が該当す る。 同様に 動画に よ る も のが

YouT ube などである 。

　 各SN S・ アプリ の特徴は以下のと おり である 。

図表 各 ・アプリ等の特徴

名称 特徴

無料で利用できる。メッセージを送信してチャット形式で友達やグループ、職

場のチームなどでつながり、やり取りすることができる対話型 。

無料で利用できる。ツイート（つぶやき）が 文字以内という手軽さからも

国内の若年層の利用が多くなっている。著名人の拡散目的の投稿にも活用され

ていて、個人が複数アカウントを所有し、ビジネスや趣味など目的ごとに使い

分けることができる。

無料で利用できる。原則実名登録が必要。個人情報の開示と制約の多さから

手軽な とは言えず、高い年齢層向けのサービスになりつつある。

無料で利用できる。 傘下のスマホ用写真共有アプリ。

無料で利用できる。 が提供する動画共有サービス。世界最大の動画投

稿型 。利用者は、個人から企業、著名人や政治家まで幅広い。
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第２ 章　 自治体情報発信を取り 巻く 状況

３ 　 全国における自治体広報媒体の状況

（ １ ） 広報紙の配布状況

　 全国の自治体広報紙の配布方法は、 自治会・ 町内会（ 区長等も 含む） が最も 多く ７ 割を 超

える。 近年、 公共施設設置（ 公民館等も 含む） が割合を 伸ばし てき ており 、 2016 年度では

５ 割を超えている 。 同様に店頭設置（ 駅、 郵便局、 金融機関、 コ ンビニ等を含む） やシルバー

人材セン タ ーも 概ね割合を 伸ばし ている 。

　 一方、 新聞折り 込みはわずかながら 減少傾向がみら れる 。 こ れは新聞購読者数の減少が関

係し ている と 考えら れる 。
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第２ 章　 自治体情報発信を取り 巻く 状況

（ ２ ） 全国における自治体SN Sの種類別活用状況

　 一般社団法人日本広報協会の調査によ れば、 2018 年度において、 全国の自治体が庁内で

活用し ている（ 広報課か他の課かを 問わない） 割合が最も 高い SN SはFaceb ook で 81 .4％、

次いで YouT ube が 69.6％、 T w itter が 53.0％、 In sta g ram が 38 .2％、 LIN E が 17 .6％の

順と なっ ている。 いずれも 活用率は概ね前年度よ り も 上昇し ている 。

　 広報課に お い て 活用が多い SN S も Faceb ook で 58 .1％、 次い で YouT ub e が 50 .7％、

T w itter が34.7％などの順と なっ ている 。

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

‐ ‐

‐ ‐

‐ ‐

‐ ‐

‐ ‐

‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐ ‐ ‐

活用し ている

広報課で活用

他の課で活用

活用し ている

広報課で活用

他の課で活用

活用し ている

広報課で活用

他の課で活用

活用し ている

広報課で活用

他の課で活用

活用し ている

広報課で活用

他の課で活用

総数

図表 全国における自治体 の種類別活用状況

出典：2018年度市区町村広報広聴活動調査（公益社団法人日本広報協会） 

1,150 1,278 1,362 1,403

1,001

1,005 1,128 1,199
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４ 　 都内における自治体SN Sの活用状況

　 都内自治体の SN S の活用状況を みる と 、 全区市町村に お い て は T w itter が最も 多く

91 .9％、 次いで Facebook と Y ouT ub e がと も に 72 .6％、 Insta g ram が 30.6％、 LIN E が

25 .8％の順と なっ ている 。

　 区部と 多摩・ 島し ょ 地域を 比較する と 、 多摩・ 島し ょ 地域では T w itter の活用率は約９ 割

にのぼる 一方、 Facebook や Y ouT ub e の活用率においては区部に比べ 30 ポイ ン ト 近く 低

く なっ ており 、 T w itter 以外の媒体の活用状況に大き な差がみら れる 。
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５ 　 多摩・ 島し ょ 地域の人口

（ １ ） 総人口と 高齢者人口及び高齢化率の推移

　 多摩・ 島し ょ 地域の総人口は2000 年から 2010 年にかけて増加傾向にあっ たが、 2010 年

から 2015 年にかけて は減少に転じ た。 一方、 65 歳以上の高齢者人口は、 総人口と 異な り

2010 年以降も 増加傾向が続き 、 高齢化率は2015 年で 24 .3％と 、 約４ 人に１ 人が高齢者と なっ

ている。

（ ２ ） 外国人人口及び外国人人口比率の推移

　 外国人人口は2005 年から 2015 年にかけて増加傾向で、 総人口に占める 外国人人口比率

は 2015 年で 1.4％と なっ ている 。

27 

年 年 年 年
総人口 高齢者人口 高齢化率

（人）

年 年 年
総人口 外国人人口 外国人人口比率

（人）

５ 多摩・島しょ地域の人口

（１）総人口と高齢者人口及び高齢化率の推移

多摩・島しょ地域の総人口は 年から 年にかけて増加傾向にあったが、

年から 年にかけては減少に転じた。一方、 歳以上の高齢者人口は、総人口と異な

り 年以降も増加傾向が続き、高齢化率は 年で ％と、約４人に１人が高齢

者となっている。

図表 多摩・島しょ地域の総人口、高齢者人口、高齢化率

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

 

（２）外国人人口及び外国人人口比率の推移

外国人人口は 年から 年にかけて増加傾向で、総人口に占める外国人人口比率

は 年で ％となっている。

図表 多摩・島しょ地域の総人口、外国人人口・外国人人口比率

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
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５ 多摩・島しょ地域の人口

（１）総人口と高齢者人口及び高齢化率の推移

多摩・島しょ地域の総人口は 年から 年にかけて増加傾向にあったが、

年から 年にかけては減少に転じた。一方、 歳以上の高齢者人口は、総人口と異な

り 年以降も増加傾向が続き、高齢化率は 年で ％と、約４人に１人が高齢

者となっている。

図表 多摩・島しょ地域の総人口、高齢者人口、高齢化率

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

 

（２）外国人人口及び外国人人口比率の推移

外国人人口は 年から 年にかけて増加傾向で、総人口に占める外国人人口比率

は 年で ％となっている。

図表 多摩・島しょ地域の総人口、外国人人口・外国人人口比率

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
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（ ３ ） 視覚障害者数の推移

　 東京都全体における 視覚障害の身体障害者手帳交付者数推計値は約 40,000 人と みら れ、

増加傾向にある。 身体障害者手帳交付者全体に占める割合は約8.0％と 考えら れる 。

28 

年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

身体障害者手帳交付者数（視覚障害）
身体障害者手帳交付全体に対する割合

（人）

（３）視覚障害者数の推移

東京都全体における視覚障害の身体障害者手帳交付者数推計値は約 人とみら

れ、増加傾向にある。身体障害者手帳交付者全体に占める割合は約 ％と考えられる。

図表 視覚障害者数の推移（東京都全体）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：身体障害者手帳交付台帳登録状況（東京都心身障害者福祉センター・障害者施策推進

部施設サービス支援課） 

（注） 年４月１日付八王子市の中核市移行に伴い、身体障害者手帳交付事務が八王子

市に移管されたため、八王子市分は障害者施策推進部施設サービス支援課のデータに

より全体の値を算出している。 

 

 

 


